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CM賠償責任保険の概要

日本コンストラクション・マネジメント協会が創設し、2008年4月1日から運用を開始

国内では、建設関係のマネジメント業務を対象にした初めての専門的業務賠償責任保険

補償の対象となる業務は、CM業務委託契約書およびCM業務委託契約約款に基づいて行な

う、日本CM協会の定める標準業務及びオプション業務（具体的には、日本CM協会が定め

る「CM標準業務委託書」に記載された業務に合致する業務）

補償対象となる損害賠償は以下の3つ

 プロジェクトにおける関係者の作業のやり直し、不具合の改善による損害賠償

 プロジェクトの完成遅延による引渡しを受ける者の営業阻害損害賠償

 上記以外で、CM業務の遂行に起因して発生した第三者の身体の障害、財物の損壊に

対する損害賠償
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CM賠償責任保険の構造

■約款構成

専門的サービスを行なう業者を対象とした「専門的業務賠償責任保険普通保険約款」に、特約として、「コンストラク

ション・マネジメント業務特約条項」、さらにオプション特約として、「免責条項修正特約条項」を持つ３層構造

瑕疵に関する免責条項の一部を
復活担保する場合のオプション特約

専門的業務賠償責任保険
普通保険約款

コンストラクション・
マネジメント業務

特約条項

被保険者が日本国内において、「コンストラクション・マネジメン
ト業務委託契約書及びコンストラクション・マネジメント業務委
託契約約款に基づいて行なう、日本コンストラクション・マネジ
メント協会の定める標準業務及びオプション業務」を遂行する
にあたり、職業上相当な注意をしなかったことに起因して、日
本国内において提起された損害賠償請求について、法律上の
損害賠償責任を負担することによって被る損害をてん補

専門的サービスを行う業者が業務遂行に関し、第三者から損
害賠償請求を提起され、その解決のために弁護士報酬や、法
律上の損害賠償責任を負担した損害を補償する保険

免責条項
修正特約条項
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CM賠償責任保険のしくみ

■保険への加入
CM賠償責任保険の被保険者は、日本CM協会の法人会員、日本CM協会の個人会員が所属する法人、日本CM協会の個人会員で且つ
個人事業主、いずれかであり、日本CM協会が保険契約者となって同会の会員が任意に被保険者となる団体保険

■加入タイプと年間業務報酬料ごとの保険料
保険金額は、1000万円と5000万円、1億円の3種類からの選択制で、 1年間で更新する掛け捨て型。保険料率はCM業務に該当す
る年間業務報酬をもとに、下表より算出
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（参考）その他の賠償責任保険

■技術アドバイザー

技術アドバイザーを対象とした賠償責任保険は存在しないが、ＣＭ賠償責任保険で通常はカバー

ＣＭ同様、単独のアドバイス業務に対して、損保会社が保険を引き受けることはない。

■建築士

存在する保険は、以下の3種類

JIA（社団法人 日本建築家協会）の建築家賠償責任保険（建築家特約条項付帯賠償責任保険）（引受：損保ジャパン）

・日事連（社団法人 日本建築士事務所協会連合会）の建築士事務所賠償責任保険（引受：東京海上日動）

・民間（旧四会）連合の設計賠償責任保険（引受：ニッセイ同和損保）

建築家賠償責任保険は、建築家の職能を側面から補完する保険で、加入資格は、JIAの会員資格を有する代

表者及び職員がいる建築設計専業事務所

建築士事務所損害賠償保険（日事連）、設計賠償責任保険（民間（旧四会）連合）は、設計業務および工事

監理業務を行う建築設計事務所を補完する保険

「ＣＭ賠償責任保険」と同様に、いずれの場合も協会が団体契約者となり、加盟会社が個別に保険を購入す

るしくみ


